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税収シェアの変遷
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全国・東京都の地方税収（令和５年度決算）

所
得
割

法
人
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民
税

法
人
事
業
税

特
別
法
人

事
業
譲
与
税

地
方
消
費
税

土
地

家
屋

償
却
資
産

そ
の
他

24,266
(18.6%)

5,912
(30.8%)

金
融
三
割

14,000
(27.8%)

7,427
(11.9%)

9,116
(25.1%) 6,276

(14.8%) 1,868
(9.9%)

9,269
(14.0%)

3,245 130,683 5,312 19,199 50,340 21,744 62,632 36,380 42,521 18,811 66,122 

391
(12.0%)

605
(2.8%)

税目計
17.6％

計 45兆 6,989 億円（単位：億円）

東京都

均
等
割

個人住民税 地方法人課税 地方消費税 固定資産税 その他

全国計

地方法人
課税全体
22.5％
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1,220
(23.0%)

（注）１ 税収額は決算額であり、超過課税及び法定外税等を除いた額である。地方消費税は清算後の額である。

２ 特別法人事業譲与税の原資である特別法人事業税は、都道府県が徴収する国税。

３ 東京都の税収は東京都及び都内区市町村における決算額の合算額である。



全国・東京都の地方税収（平成30年度決算）

所
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21,539
(17.5%)

8,079
(29.6%)

金
融
三
割

9,992
(24.9%)

5,684
(11.8%)

7,886
(22.9%) 5,567

(14.5%)
1,716
(10.2%)

8,497
(13.3%)

3,161 123,008 3,223 27,333 40,100 20,865 48,155 34,378 38,343 16,885 64,016

371
(11.7%)

2,740
(13.1%)

税目計
17.3％

計 41兆 9,467 億円（単位：億円）

東京都

均
等
割

個人住民税 地方法人課税 地方消費税 固定資産税 その他

全国計

地方法人
課税全体
23.6％
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674
(20.9%)

（注）１ 税収額は決算額であり、超過課税及び法定外税等を除いた額である。地方消費税は清算後の額である。

２ 地方法人特別譲与税の原資である地方法人特別税は、都道府県が徴収する国税。

３ 東京都の税収は東京都及び都内区市町村における決算額の合算額である。



全国・東京都の地方税収（平成2５年度決算）

所
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法
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18,855
(16.6%)

7,461
(29.0%)

金
融
三
割

6,165
(24.5%)

3,921
(14.8%)

7,090
(21.1%) 5,109

(14.1%)
1,625
(10.6%)

8,229
(13.0%)

2,401 113,913 4,618 25,690 25,125 19,803 26,496 33,635 36,338 15,313 63,367 

272
(11.3%)

3,014
(15.2%)

税目計
17.1％

計 36兆 6,699 億円（単位：億円）

東京都

均
等
割

個人住民税 地方法人課税 地方消費税 固定資産税 その他

全国計

地方法人
課税全体
23.6％
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1,057
(22.9%)

（注）１ 税収額は決算額であり、超過課税及び法定外税等を除いた額である。地方消費税は清算後の額である。

２ 地方法人特別譲与税の原資である地方法人特別税は、都道府県が徴収する国税。

３ 東京都の税収は東京都及び都内区市町村における決算額の合算額である。

法人に係る利子割（H28～廃止）含む



大都市制度や東京都特有の税財政制度
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都・特別区における事務配分・税の特例と都区財政調整
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１．事務配分の特例

都は、市町村が処理する事務のうち、人口が高度に集中する大都市地域における行政の一体性及び

統一性の確保の観点から、特別区の存する区域を通じて都が一体的に処理することが必要であると

認められる事務を処理する。（地方自治法第２８１条の２）

（主な事務）

・ 上水道の整備、管理運営

・ 公共下水道の整備・管理運営

・ 消防に関する事務

・ 都市計画決定（上下水道、電気ガス供給施設、産業廃棄物処理施設、市場、と畜場等関係）

２．地方税の特例

都は、特別区の存する区域において、固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税を課するもの

とし、法定外普通税、事業所税、都市計画税、法定外目的税を課することができる。

（地方税法第７３４条、第７３５条）

３．都区財政調整

都は、都と特別区及び特別区相互間の財源の均衡化を図り、並びに特別区の行政の自主的かつ計画

的な運営を確保するため、固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税の収入額の一定割合を、

特別区財政調整交付金として特別区に対して交付する。（地方自治法第２８２条）



都区の税財源と都区財政調整制度の関係
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都税等 ６．０兆円（H23 : 3.9兆円） 特別区税等 １．６兆円

（H23：1.1兆円）
調整税等

（固定資産税、市町村民税法人分、
特別土地保有税（※）等）

※平成15年度から新規課税停止

２.１兆円
（H23：1.6兆円）

道府県税等

 
３.５兆円

（H23：2.0兆円）

都市計画税、
事業所税等

０．４兆円
（H23：0.3兆円）

都区財政調整

都44.9％
0.9兆円

（H23：0.7兆円）

特別区55.1％
1.2兆円

（H23：0.9兆円）

都が行う事務の財源

道府県の事務
都が特例として行う事務（消防・上下水道など）

特別区が行う事務の財源

都が特例として行う事務
以外の市町村事務一般

※令和５年度決算額

（出所）決算統計・特別区長会事務局資料を
参考に作成

※地方消費税交付金等の税交付金は「都税等」から控除し、「特別区税等」に含めている。

※ ※

※平成23年度：都45％、特別区55％
令和７年度：都44％、特別区56％



特別区財政調整交付金の仕組み

東 京 都

○調整税等と交付金の総額
都が賦課徴収している調整

税と法人事業税交付対象額及
び固定資産税減収補填特別交
付金との合算額の一定割合
(55.1%)が、交付金の総額と
して特別区財政調整交付金の
原資となる。

○1兆2,160億円には令和４年度分の精算額97億円を含む。

55.1％

固
定
資
産
税

市
町
村
民
税

（法
人
分
）

1兆4,770億円

6,223億円

2兆1,894億円

0.1億円 法
人
事
業
税

交
付
対
象
額

一般会計

95％

5％

繰入れ

特 別 区

特別交付金
(5%分)

608億円

特別区財政調整会計

普通交付金
(95%分)

・議会総務費
・民生費
・衛生費
・清掃費
・経済労働費
・土木費
・教育費
・その他諸費

算定方法
測定単位×補正係数
×単位費用

基準財政需要額

2兆5,374億円

普通交付金は、各区の基準財政需要額と
基準財政収入額により算定

基準財政需要額－基準財政収入額＝普通交付金
ただし、基準財政収入額が基準財政需要額を

超える区は不交付となる

算定方法
特別区民税
たばこ税
地方消費税交付金

ほか
地方譲与税等

基準財政収入額

1兆3,822億円

普通交付金
1兆1,552億円

85％

100％

特別交付金 特別な財政需要

特別交付金は、災害等、基準財政需要額では算
定されない特別の財政需要がある場合に交付

交付金総額
1兆2,160億円

※東京都作成資料（令和６年度都区財政調整制度の基本的仕組み）より

1兆2,160億円

1兆1,552億円

1兆1,552億円

608億円

○地方消費税交付金のうち、地方消費税率引上げに伴う増収分について、
基準財政収入額に100%算入される。

特
別
土
地

保
有
税

900億円

608億円

固定資産
税減収補
填特別交
付金

1億円

8


	スライド 0: 資　　　料 （ご質問があった事項への回答）
	スライド 1: 税収シェアの変遷
	スライド 2: 全国・東京都の地方税収（令和５年度決算）
	スライド 3: 全国・東京都の地方税収（平成30年度決算）
	スライド 4: 全国・東京都の地方税収（平成2５年度決算）
	スライド 5: 大都市制度や東京都特有の税財政制度
	スライド 6: 都・特別区における事務配分・税の特例と都区財政調整 
	スライド 7: 都区の税財源と都区財政調整制度の関係  
	スライド 8

